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－水利用・水資源に関する特徴と最近のトピックス－



第9回利根川・荒川部会における主な意見
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キーワード 主な意見（第10回部会で説明する資料に関連するもの）

水利用の概況 • 利根川・荒川では水資源量のうち何割を使っているかなど、利根川・荒川の水利
用の特徴を説明して欲しい。

広域の水利用のネット
ワーク

• 利根川らしさは、広域の水利用のネットワーク。どこが頑張ると、流域の中の社会
的、経済的なダメージが一番少ないかなど、図を使って、実態とともに、今後どう
あるべきなのかというのを教えていただけると良い。

気候変動 • 気候変動に関して、現時点で渇水側ではどういう検討を進められているのか。

地震・老朽化 • 大規模地震による災害の発生後どうするかということと、災害の発生による水の
供給停止が起きないようにどう照査をしていくかという観点が重要。

• どのようなリスクがどこに潜んでいて、施設の管理運用に対してどのようにフィー
ドバックすると、全体の水供給を適切に行えるのかというところがあると良い。

普及・啓発 • 危機的な状況の予防という部分でもユーザーに対する節水の動機づけ、水に対
する関心を持ってもらうことが必要。

• 水道の蛇口から水が出てくるまでにどのような施設があって、それが自分の暮ら
しに直結しているという意識を醸成していくことも大事。

農業用水 • 利根川の場合、流域全体として見たときに、上流で使った水の落ち先は自分の
流域であるということが非常に大きな特徴。

• 総量だけの変化というわけではなくて、期別の変化というのも見ていく必要がある。

（資料2-2）



水利用の概況
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地域別人口・経済指標・水使用量等の全国に占める割合

３

首都圏（８都県）は国内の人口の約34％、GDPは約39％、製造品出荷額は約27％を占めている。また、水道用水の水使
用量は約35％、工業用水の水使用量は約16％、農業用水の水使用量は約15％を占めている。

出典：人口は「平成29年1月1日住民基本台帳人口・世帯数（総務省）」、GDPは「平成28年度県民経済計算暫定版（令和元年10月末現在）（内閣府）」、製造品出荷額は「工業
統計（経済産業省）」をもとに水資源部作成。水使用量は「令和元年版日本の水資源の現況」をもとに作成
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地域別の水使用量の割合（H28年）
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地域別の用途別水使用量

（地域区分）
首都圏：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨
東海：長野、岐阜、静岡、愛知、三重
近畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
四国：香川、徳島、愛媛、高知
北九州：福岡、佐賀、長崎、大分
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首都圏（８都県）の水使用量の割合は、水道用水が約32％、工業用水が約11％、農業用水が約57％となっている。
他地域と比べて、首都圏（８都県）は、水道用水（家庭用水、都市活動用水）、農業用水の水使用量が多い。
他地域と比べて、首都圏（８都県）の工業用水の割合は低いが、工業用水の水使用量は多い。

出典：「令和元年版日本の水資源の現況」をもとに作成

(注）
1. 水道用水は有効水量で、国土交通省水資源部作成
2. 工業用水は淡水補給量で、経済産業省「工業統計表」をもとに国土交通省水資源

部作成。従業者30 人以上の事業所についての数値である。公益事業において使用
された水量等は含まない。

3. 農業用水量は、実際の使用量の計測が難しいため、耕地の整備状況、かんがい面
積、単位用水量（減水深）、家畜飼養頭羽数などから、国土交通省水資源部で推計。



地域別用途別の地下水依存率
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関東内陸は、他地域と比べ、地下水の依存率が水道用水、工業用水、農業用水とも高く、３用途の合計では全国平均
の２倍程度となっている。

関東臨海における地下水依存率は、水道用水が10％、工業用水が23％、農業用水が８％であり、他地域と比べるとや
や高い。３用途の合計では全国平均程度となっている。

出典：「令和元年版日本の水資源の現況」をもとに作成

（注）
1. 国土交通省水資源部調べ
2. 都市用水の全体使用量はH28年度の使用量より算出
3. 農業用水の全体使用量は国土交通省水資源部による推計値でH28年度の値である。地下水使用量は農林水

産省「第5回農業用地下水利用実態調査（H20年度調査）」より算出

【地域区分】 北海道：北海道
東 北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟
関 東 内陸：茨城、栃木、群馬、山梨

臨海：埼玉、千葉、東京、神奈川
東 海：長野、岐阜、静岡、愛知、三重
北 陸：富山、石川、福井
近 畿 内陸：滋賀、京都、奈良

臨海：大阪、兵庫、和歌山
中 国 山陰：鳥取、島根

山陽：岡山、広島、山口
四 国：徳島、香川、愛媛、高知
九 州 北九州：福岡、佐賀、長崎、大分

南九州：熊本、宮崎、鹿児島
沖 縄：沖縄
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地域別の降水量と水資源賦存量

（注） 1.　国土交通省水資源部作成

2.　人口は総務省統計局「国勢調査」（2015年）

3.　平均降水量は1986～2015年の平均

4.　渇水年とは1986～2015年において降水量が少ない方から数えて3番目の年

6.　地域区分については、参照1-2-3を参照

5.　水資源賦存量は、降水量から蒸発散によって失われる水量を引いたものに面積を乗じた値で、平
均水資源賦存量は1986～2015年の平均値
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首都圏（８都県）は、降水量が他の地域に比べ比較的少なく、人口あたりの水資源賦存量にすると最も小さい地域で
ある。特に関東臨海は著しく小さい。

出典：「令和元年版日本の水資源の現況」をもとに作成

（注）
1. 国土交通省水資源部作成
2. 人口は総務省統計局「国勢調査」（2015年）
3. 平均降水量はS61～H27年の平均で、国土交通省水資源部調べ
4. 渇水年とはS61～H27年において降水量が少ない方から数えて3番目の年
5. 水資源賦存量は、降水量から蒸発散によって失われる水量を引いたものに面積を乗じた値
6. 平均水資源賦存量はS61～H27年の平均値で、国土交通省水資源部調べ

地域区分
北海道：北海道
東 北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟
関 東：首都圏(8都県)

内陸：茨城、栃木、群馬、山梨
臨海：埼玉、千葉、東京、神奈川

東 海：長野、岐阜、静岡、愛知、三重
北 陸：富山、石川、福井
近 畿

内陸：滋賀、京都、奈良
臨海：大阪、兵庫、和歌山

中 国
山陰：鳥取、島根
山陽：岡山、広島、山口

四 国：徳島、香川、愛媛、高知
九 州

北九州：福岡、佐賀、長崎、大分
南九州：熊本、宮崎、鹿児島

沖 縄：沖縄

首都圏（8都県）
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首都圏（８都県）は、水資源賦存量に対する水使用量の割合が大きい地域である。

関東（内陸）：茨城、栃木、群馬、山梨
関東（臨海）：埼玉、千葉、東京、神奈川

出典：「令和元年版日本の水資源の現況」をもとに作成

（注）
1. 渇水年とはS61～H27年において降水量が少ない方から数えて3番目の年
2. 水資源賦存量は、降水量から蒸発散によって失われる水量を引いたものに面積を乗じた値
3. 平均水資源賦存量はS61～H27年の平均で、国土交通省水資源部調べ
4. 水道用水使用量は有効水量で、国土交通省水資源部作成
5. 工業用水淡水補給量は、経済産業省「工業統計表」をもとに国土交通省水資源部作成。従業者30 人以上の事業所についての数値である。公益事業において使用された水

量等は含まない。
6. 農業用水使用量は、実際の使用量の計測が難しいため、耕地の整備状況、かんがい面積、単位用水量（減水深）、家畜飼養頭羽数などから、国土交通省水資源部で推

計。

首都圏（8都県）

水資源賦存量に対する
水使用量（H28年）の割合



広域の水利用のネットワーク
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水資源開発施設と水利用のネットワーク

9
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（荒川貯水池）
（国交省）

利根川上流ダム群

相模川

首都圏の都市用水（水道用水及び工業用水）及び関東平野の農業用水は、上流のダム群（利根川上流８ダム、鬼怒川
上流４ダム、荒川４ダム）、中下流域に位置する導水路（武蔵水路及び北千葉導水路等）、取水施設等（利根大堰、
利根川河口堰等）の水資源開発施設等からなるネットワークによって支えられている。

出典：関東地方整備局資料をもとに水資源部作成

鬼怒川上流ダム群

荒川ダム群



上流・中流の水資源開発施設
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利根川水系及び荒川水系のダム群は、上流のダムと中流の貯水池の水資源開発施設等より構成され、利根川上流ダム
群、鬼怒川上流ダム群、荒川ダム群としてそれぞれ統合管理を実施している。

利根川中流の利根大堰地点で取水し、武蔵水路により荒川へ導水し、東京都及び埼玉県の水道用水等を供給。

荒川中流部に位置する荒川貯水池（彩湖）は、荒川ダム群として補給を行うとともに、下水処理水を高度処理した浄
化施設から堰下流維持流量の振替分と合わせて補給。

出典：第25回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会 荒
川調節池総合開発施設 定期報告書（平成28年12月21日）
（関東地方整備局）

出典：関東地方整備局資料

ダムによる下流への補給イメージ 荒川第一調節池の補給イメージ（荒川貯水池・浄化施設）

武蔵水路等（取水地点：利根大堰）
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中流・下流の水資源開発施設
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出典：第26回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会資料（H29.12.6）
をもとに水資源部作成出典：第27回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会資料（H31.1.25）をもとに水資源部作成

利根川水系の北千葉導水路は、江戸川で水不足が発生した場合に、利根川河口堰設置により生み出された流水を導水
するとともに、利根川の流量が豊富なときに利根川の水を江戸川に導水し、江戸川から取水する東京都、千葉県、埼
玉県に水道用水及び工業用水を供給。

利根川水系の利根川河口堰では、堰の操作により、塩分遡上を抑制することで、50m3/sの下流部維持用水を30m3/sとす
ることが可能となり、20m3/sを新たに水道用水及び工業用水として供給。

北千葉導水路 利根川河口堰

※ 北千葉導水路により合計30m3/sを導水し、
東京都、千葉県及び埼玉県に供給。

北千葉導水路の目的
①都市用水の供給※

②手賀川及び坂川流域の内水排除
③手賀沼及び坂川の水質浄化

30m3/s
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水利用のネットワーク（利根川水系と荒川水系）
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利根川（利根大堰上流の古戸地点：約114m3/s）から、武蔵水路により最大約43m3/s（水道用水、工業用水等）を導水

し、荒川水系（合流地点上流の寄居地点：約８m3/s）に合流し、秋ヶ瀬取水堰等で取水している。

渡良瀬貯水池
（国交省）

霞ヶ浦開発
（水機構）

入間川

三郷
放水路

太平洋
霞ヶ浦

鬼怒川

荒 川

利根大堰

利根川河口堰

秋ヶ瀬取水堰

薗原ダム
（国交省）

下久保ダム
（水機構）

滝沢ダム
（水機構）

二瀬ダム
（国交省）

浦山ダム
（水機構）

相俣ダム
（国交省）

藤原ダム
（国交省）

矢木沢ダム
（水機構） 奈良俣ダム

（水機構）

草木ダム
（水機構）

川俣ダム
（国交省）

湯西川ダム
（国交省）

川治ダム
（国交省）

五十里ダム
（国交省）

東京湾

利根川
連絡水路

荒川第一調節池
（荒川貯水池）
（国交省）

出典：関東地方整備局資料をもとに水資源部作成

●寄居

約7.6m3/s

28.6m3/s
●古河

●栗橋
95.8m3/s

●古戸
113.8m3/s

※地点流量は、低水流量（365日
のうち275日は下回らない流
量）で、S58～H14の20ヶ年平均
値。ただし、古河については、
H7～14の８ヶ年平均値。

ふ っ と



【荒川・利根川】約46m3/s
（利根川約33m3/s、荒川約13m3/s）

東京都（水道用水、工業用水）
埼玉県（水道用水、工業用水）

13

利根川上流ダム群
６ダム

荒川ダム群
３ダム

秋ヶ瀬取水堰

最大通水量約43m3/s

武蔵水路

最大通水量約30m3/s

約67m3/s

【江戸川】約34m3/s
東京都(水道用水)
埼玉県(水道用水)
千葉県（水道用水、工業用水)

【利根川】約4.7m3/s
埼玉県（水道用水）

霞ヶ浦

利根大堰

利根川

利根川河口堰

水利用のネットワーク（主要経路と主要な取水の概略）

鬼怒川上流ダム群
４ダム

武蔵水路及び北千葉導水路により、利根川から荒川、江戸川へ導水。東京をはじめとする下流都市に安定的に供給。

約5.1m3/s
邑楽用水

注１：各取水量については、利根大堰及び北千葉導水路等に関する主な水利権水量を示している。
注２：図のほかに見沼代用水路を経由する荒川連絡水道専用水路（約3m3/s）による導水がある。
注３：江戸川の取水量には、江戸川・中川緊急暫定（約7m3/s）を含んでいない。
注４：荒川の取水量には、県管理ダム（合角ダム、有間ダム）分を含んでいる。

見沼代用水・
葛西用水 等

P

北千葉導水路

出典：関東地方整備局資料、「平成29年水質年報」
（水資源機構）、「埼玉県の水道 平成30年度版」
（埼玉県）、「平成29年度千葉県の水道」（千葉
県）、「事業概要 令和元年版」（東京都）をもとに
水資源部作成

導水
水道用水及び工業用水
農業用水

機場P

荒川第一調節池
（荒川貯水池）

利根川上流ダム群
（渡良瀬川）

２ダム
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利根川における渇水の状況

利根川では、昭和47年から平成30年の間（47年間）に概ね３年に1回の割合にあたる15ヶ年（計16回）の取水制限を

実施。渇水時の取水制限は２か月以上の長期にわたることもあり、社会生活、経済活動等に大きな影響。

渇水時には利根川水系渇水対策連絡協議会における調整を踏まえ取水制限が実施されるなど、各利水者において対

応。

利根川本川における渇水の発生状況

水利用のネットワークの運用（利根川 渇水の発生状況）

【利根川水系渇水対策連絡協議会】
○構成メンバー

• 国土交通省関東地方整備局
• 経済産業省関東経済産業局
• 農林水産省関東農政局
• 東京都
• 千葉県
• 埼玉県
• 茨城県
• 群馬県
• 栃木県
• 独立行政法人水資源機構

利根川水系渇水対策連絡協議会

出典：Ｈ28夏 利根川水系の渇水状況のとりまとめ 平成28年9月30日（国土交通省関東地方整備局,独立行政法人水資
源機構）をもとに作成

発生年
取水制限

日数
最大取水
制限率

昭和47年 40 15%

昭和48年 22 20%

昭和53年 58 20%

昭和54年 41 10%

昭和55年 40 10%

昭和57年 22 10%

昭和62年 71 30%

平成２年 45 20%

平成６年 60 30%

平成８年 117 30%

平成９年 53 10%

平成13年 18 10%

平成24年 23 10%

平成25年 57 10%

平成28年 79 10%

注）１．表中の日数は、降雨等による取水制限の緩和を含む、全期間の日数である。　２．昭和47年以前の取水制限の詳細データは不明

７月 ８月 ９月 10月１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

6/6 7/15

8/16 9/6

8/10 10/6

7/9 8/18

7/5 8/13

7/20 8/10

6/16 8/25

9/57/23

7/22 9/19

1/12 3/27 8/16 9/25

2/1 3/25

8/278/10

10/39/11

7/24 9/18

6/16 9/2



過去の主な渇水 ～ 平成６年渇水・平成８年渇水 ～

15
出典：利根川水系利根川・江戸川河川整備計画（平成29年9月）

平成６年は、夏期に猛暑と少雨の影響により、利根川では最大30％の取水制限（30％の取水制限期間は６日間）。水道用水で
は、一部の地区において断水、減圧給水が発生。工業用水では、工場設備への影響、操業短縮の実施。

平成８年は、少雨の影響により、利根川では冬期、夏期の２度の渇水に見舞われ、冬期では最大10％の取水制限が76日間。
夏期では最大30％の取水制限（30％の取水制限期間は６日間）。水道用水では、一部の地区において断水、減圧給水が発生。

平成６年渇水における影響 平成８年渇水における影響
※取水制限日数は、一時緩和
日数を含む

給水バルブの操作状況（東京都）（平成６年）給水車による給水活動
（八匝水道企業団）（平成６年）
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出典：関東地方整備局資料 16

水利用のネットワークの運用（H28渇水対応）
平成２８年渇水の状況（利根川水系）

平成27年から平成28年にかけて利根川上流域の全域が少雪に見舞われ、雪
解け時期のダム管理を行う上での目安としている尾瀬沼地点は平均に対し
て１ヶ月早い消雪。さらに、５月から７月まで少雨となり、最大10％の取
水制限を実施。

○利根川上流ダム群（８ダム）貯水量図
（矢木沢ダム、奈良俣ダム、藤原ダム、相俣ダム、薗原ダム、下久保ダム、草木ダム、渡良瀬貯水池）

平常時最高貯水位における容量
４億６，１６３万m3

洪水貯留準備水位における容量
３億４，３４９万m3

出典：平成28年利根川水系の渇水 平成28年9月 関東地方整備局

消雪が
1ヶ月早い

平均値の60％

尾瀬沼地点の積雪深変化図

5月から7月までの３ヶ
月の雨量346mmは、平均
値496mmの約70％。特に、
5月の雨量は56mmと平均
値の約48％

出典：利根川水系渇水対策連絡協議会記者発表資料（平成28年9月1日） をもとに水資源部作成



水利用のネットワークの運用（H28渇水対応）
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平成２８年渇水の状況（利根川水系）

利根川上流ダム群（８ダム）においては、気象や補給地点の自然流況を勘案した統合運用や利根川下流の北千葉導水
路の運用により、上流ダム群の貯水量を温存。

例年であれば、ダムから補給を行っても、豊富な雪解け水により、春先には満水に回復することが期待できるが、平
成28年は極端な少雪であったため、ダムへの貯留を優先するため、北千葉導水路による運用を開始し、利根川上流ダ
ム群の貯水量の温存に貢献（矢木沢・奈良俣・藤原・相俣・薗原ダムは４月20日に満水到達）。

出典：平成29年度北千葉導水路運用状況
（平成30年7月 利根川下流河川事務所）

北千葉導水路による効果
（利根川上流ダム群の貯水状況及び都市用水供給量状況）

• 北千葉導水により、利根川下流部
より江戸川に導水をすることにより、
江戸川で必要とされる都市用水供
給を行い、利根川上流ダムの貯水
を温存した。

• 導水を行わなかった場合、２０％の
取水制限に至ったと推定され、また
取水制限開始時期も８日程度早
まったと推定される。

1/1～8/31 91日間稼働
6,600万m3導水

（H18～H27 平均38日間稼働）
（平均2,300万m3導水）

平常時最高貯水位における容量
４億６，１６３万m3

洪水貯留準備水位における容量
３億４，３４９万m3
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荒川における渇水の状況

水利用のネットワークの運用（荒川 渇水の発生状況）

荒川では、昭和58年から平成30年の間（36年間）において14ヶ年（計27回）の取水制限を実施。昭和58年から平成９
年までは、ほぼ毎年取水制限を実施。その後、浦山ダム（平成10年度）及び滝沢ダム（平成22年度）が完成したが、
平成29年に20年ぶりの取水制限を実施。

渇水時には荒川水系渇水調整協議会における調整を踏まえ取水制限が実施されるなど、各利水者において対応。

荒川本川における渇水の発生状況

出典：H29年夏関東管内直轄河川における渇水状況のとりまとめ 平成29年10月12日
（国土交通省関東地方整備局,独立行政法人水資源機構）をもとに作成

【荒川水系渇水調整協議会】
○構成メンバー
• 国土交通省関東地方整備局
• 農林水産省関東農政局
• 東京都
• 埼玉県
• 独立行政法人水資源機構

注：表中の日数には、降雨等による取水制限の緩和期間を含む

発生年
取水制限

日数
最大取水
制限率

昭和58年 4 4%

昭和59年 65 30%

昭和60年 38 30%

昭和62年 55 29%

昭和63年 2 15%

平成2年 18 29%

平成3年 5 8%

平成4年 17 15%

平成5年 6 15%

平成6年 34 29%

平成7～8年 127 15%

平成8年 48 15%

平成9年 21 8%

平成29年 52 20%

７月 ８月 ９月１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

7/1～4

5/15 6/20 8/20 9/16

8/20～31 9/6～166/8 6/132/1～9

5/11～15, 22～25, 30～7/3 7/14～15 8/7～13, 18～19

9/3～4

8/3～20

6/13～14, 18～20

9/7～21, 25～26

6/2～7

8/17 9/19

12/13 4/17

7/3～9 8/16 9/25

3/5～25

7/5 8/25

荒
川
第
一
調
節
池
・浦
山
ダ
ム
・滝
沢
ダ
ム
完
成
前

節水の啓発
（東京都池袋駅（東武東上線構内））



平成29年には、荒川水系において、平成9年以来、20年ぶりの取水制限を実施。１月～６月の降水量が平年の約６割程度と過
去４番目に少なく、平年に比べ、春先の段階で貯水量が低下。 さらに、水需要期に河川流量が減少し、ダムから補給したこと
により貯水量が急速に低下したが、７月下旬以降の降雨により貯水量は回復。

平成9年の渇水以降、浦山ダム及び滝沢ダムが完成し、非洪水期は約4.7倍、洪水期は約8.6倍の利水容量を確保 しており、
影響を軽減。

この渇水で、断水等の深刻な影響は発生しなかったが、仮に滝沢ダムがなければ、４０日長い約３ヶ月間（９２日間）の長期に
わたり取水制限が継続されたと推定される。

出典：関東地方整備局資料をもとに作成

水利用のネットワークの運用（H29渇水対応）
平成２９年渇水の状況（荒川水系）
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平成２９年実績 滝沢ダムが無かった場合(想定)

（日）

【平成29年渇水における滝沢ダムの渇水軽減効果】

＋40日

１０％取水制限
１６日

２０％取水制限
１８日

一時緩和
（制限なし）

１８日

１０％取水制限
１５日

２０％以上
取水制限

７７日

52日間

92日間

●ダムあり：７月５日～ 52日間
●滝沢ダムなし：５月26日～ 92日間

※（ 万m3）は洪水期の利水容量（最も少ない時期）

【荒川上流ダム群の利水容量の整備状況】

2,000 2,000 

1,020 1,020 

5,600

5,800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成9年3月渇水時 平成29年渇水時

荒
川
上
流
４
ダ
ム
利
水
容
量
（
万

m
3
)

二瀬ダム 荒川貯水池 浦山ダム 滝沢ダム

3,020万ｍ３

1億4,420万ｍ３

H11.3浦山ダム完成

H23.3滝沢ダム完成

（2,500万m3）

（3,300万m3）

（760万m3）

（0万m3）

（6,560万m3）

利水容量は
非洪水期は約4.7倍
（洪水期は約8.6倍）

（0万m3）

（760万m3）



水利用のネットワークの運用（H29渇水対応）
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荒川第一調節池では、河川流量の減少により、秋ヶ瀬取水堰下流へ
の維持流量(５m3/s)が不足するときに荒川第一調節池浄化施設から
振替補給することで、荒川上流ダム群からの補給量を削減し、上流ダ
ム群の貯水量温存に寄与。

 ４月１日から８月31日までに約700万m3 の振替補給を実施。

平成２９年渇水の状況（荒川水系）
① 荒川貯水池から秋ヶ瀬取水

堰の上流に補給し、水道用
水を確保する。

② 下水処理水を浄化施設に導
水して浄化し、秋ヶ瀬取水堰
下流への維持流量の一部と
して流下させる。その分が水
道用水として取水可能とな
る。（①または②、あるいは
両方同時に運用される。）

②堰下流へ放流
夏期（5/16～10/31）
最大3m3/s

冬期（11/1～5/15）
最大2m3/s

水道用水
最大3.5m3/s

秋ヶ瀬取水堰

余剰水なし
（水道用水不足）

浄化施設

維持用水

5m3/s

彩湖
（荒川貯水池）

荒川
水循環センター

①荒川貯水池より補給

出典：関東地方整備局資料をもとに作成

荒川第一調節池の運用方法

維持用水（5m3/s）

荒川第一調節池浄化施設からの
振替補給で維持用水を確保し、
上流ダム群からの補給量を削減

秋ヶ瀬取水堰下流への放流量流量（m3/s）



水利用のネットワークの運用（水質事故対応）
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水質事故時の緊急対応

平成24年５月18日に上花輪浄水場（千葉県野田市）等では、利根川水系江戸川で取水した処理後の浄水から基準値を
超えるホルムアルデヒドが検出され取水が停止された（平成24年５月18日15時）。原因は塩素と反応してホルムアル
デヒドを生成するＨＭＴ（ヘキサメチレンテトラミン）という物質の河川への流出※1。

そこで、原因物質を希釈・流下させることを期待し、渡良瀬貯水池、薗原ダム、藤原ダム、矢木沢ダム、下久保ダム
から放流量増量を実施するとともに、利根川から江戸川に北千葉導水路により緊急導水を実施。

また、放流量増量を行うとともに、利根川から荒川へ都市用水等を導水している武蔵水路の導水を停止（５月24日15
時再開※2）。荒川への導水量の減少分はドローダウンを行っていた滝沢ダムと浦山ダムからの放流等で代替して対応。

施設の位置図 水質事故対応の状況

出典：第23回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会（H26.12.26) 利根川上流ダム群(5ダム)定期報告書の
概要（国土交通省関東地方整備局）、 国土交通省関東地方整備局HP（利根川上流ダム群の統合管理）
をもとに水資源部作成

平成24年５月 放流の様子（藤原ダム）

＜＜ダムからの放流量(合計)＞
543m3/s (5/19 5:00時点）

放流量増量により、
利根川、江戸川の流
量は約２倍に増加

＜利根川・栗橋地点の流量＞
5/18 21:30 約364m3/s（増量前）
5/19 20:00 約678m3/s

＜利根川(江戸川)・野田地点の流量＞
5/18 21:30 約146m3/s（増量前）
5/19 02:00 約241m3/s

※1：烏川に合流する排水路に
放出
※2：埼玉県営水道の取水口

（埼玉県行田市）での水質調査
で原因物質の調査結果が低い
値で継続していること及び新た
な取水障害が発生していないこ
とから5月24日15時にダムから

の放流量増量を停止するととも
に武蔵水路の導水を再開

か み は な わ

施設位置図
藤原ダム（直轄）

下久保ダム
（水機構）

渡良瀬貯水池（直轄）

北千葉導水路（直轄）

武蔵水路
（水機構）

東部地域水道浄水場（群馬県）

行田浄水場（埼玉県）

薗原ダム（直轄）

川妻浄水場（五霞町）

庄和浄水場（埼玉県）

北千葉浄水場
（北千葉広域水道企業団）

栗山浄水場（千葉県）

野田市等断水エリア

三郷浄水場（東京都）

栗橋観測地点

上花輪浄水場（野田市）

野田観測地点

原因者（産業廃棄物処理業者）

原因者
（化学メーカー）

凡例 浄水場への影響

取水停止箇所

取水制限箇所

断水戸数
野田市など36万戸
(5月19日9時35分
～20日5時)
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水利用のネットワークの運用（既存施設の有効活用）
既設ダム群の運用の高度化

利根川上流ダム群においては、各ダムの特性を活かし治水・利水の効果を最大限に発揮させるため、ダム群を一元的
に管理・運用し、首都圏を洪水から守るとともに、農業用水や水道用水、工業用水を安定的に供給。

● 各ダムの特性(位置・規模など）
利根川上流ダム群は、それぞれ雨や
雪の量などの気象条件、ダムがある
場所と水需要地の関係や貯水量の大
小などの特性を持っており、それら
を活かした貯水池の運用を行ってい
る。

● 貯水池の特性（流入特性）
奈良俣・下久保ダムは、利水容量に対して年間流入量が少ない（使う
と回復しにくい）が薗原・藤原ダムは多い（使っても回復しやすい）
などという特性を有している。

※茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県および東京都の人口約3,400万人
の生活用水の一人一日平均使用量（288.4㍑)で換算した値
出典：Ｈ28夏利根川水系の渇水状況のとりまとめ（平成28年９月30日

国土交通省関東地方整備局、独立行政法人水資源機構）
国土交通省関東地方整備局ウェブサイト（利根川上流ダム群の統合管理）

利根川上流ダム群から栗橋地点への補給状況（平成28年渇水の場合）

●統合管理の内容
統合管理では、情報収
集・監視、予測、指示、
ダム操作等を日々繰り
返し行っている。

安定的な水利用のため、５月以降８月末までに総量約2.9億m3の補給を実施。
この水量は、１都５県で使用される全生活用水の約30日分に相当。

第9回国土審議会水資源開発分科会利根川・荒川部会（令和元年7月4日）資料4（P28）に加筆
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14,180万m3

常時満水容量 25,310万m3

2,800万m3
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台風18号による
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水利用のネットワークの運用（既存施設の有効活用）
既設ダム群の連携

利根川水系鬼怒川上流において既設ダム（五十里ダム、川治ダム）
を導水路で結び水をやりとりし、平成24年度に完成した湯西川ダム
とともに、ダム下流河川の流況改善を図っている。

五十里ダムが満水で
貯留できない流入水
があるときに、川治ダ
ムに空き容量があれ
ば最大20m3/sの範囲
内で導水。

五十里ダム直下及び
鬼怒川の佐貫地点下
流の維持流量が不足
するときに、川治ダム
に貯留していた五十里
ダムの水を補給。

● 雨が多い季節の川治ダムと五十里ダム

● 雨が少ない季節の川治ダムと五十里ダム

鬼怒川上流ダム群連携事業の概要

鬼怒川上流ダム群連携施設縦断図

鬼怒川上流ダム群連携施設等の効果（H25渇水の場合）

出典：第24回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会（H27.12.18)鬼
怒川上流ダム群定期報告書の概要（国土交通省関東地方整備局）をもと
に作成

導水量

平常時最高貯水位における容量
２億５，３１０万m3

洪水貯留準備水位における容量
１億５，１４０万m3

貯水量（万m3）

4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1

鬼怒川上流ダム群連携施設では平成25年4月3日から8日までの6日間で約487万m3を
導水し、湯西川ダムとこの連携施設による水資源の有効利用により、鬼怒川本川へ
の補給が始まる4月中旬までに、これらの施設が無い場合に比べて約2800万m3多く貯
留できた。

平成25年の夏渇水では、平成25年7月25日から13日間にわたり10％の取水制限が行
われた。もし、湯西川ダムとダム群連携施設による水の有効利用が無ければ、取水
制限を33日早く開始し、台風により貯水量が回復するまでの間、87日間の取水制限
が行われていたと想定される。



気候変動
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気候変動への取組（渇水対策）

 「気候変動適応法」(H30.6.1公布)に基づき、新たに「気候変動適応計画」が閣議決定(H30.11.27)され、
これに合わせて、国土交通省気候変動適応計画についても改正（H30.11）。

 国土交通省気候変動適応計画（抜粋）

– 水資源・水環境分野の適応策の基本的な考え方

• 渇水による被害を防止・軽減するための対策をとる上で前提となる既存施設の水供給の安全度と渇水リスク
の評価を行い、国、地方公共団体、利水者、企業、住民等の各主体が渇水リスク情報を共有し、協働して渇
水に備える。

• 渇水に対する適応策を推進するため、関係者が連携して、渇水による影響・被害の想定や、渇水による被害
を軽減するための対策等を定める渇水対応タイムラインの作成を促進する。

 「渇水対応タイムライン作成のためのガイドライン（初版）」とりまとめ公表（H31.3）

– 危機的な渇水に備え、渇水被害を軽減するための対策等を定める「渇水対応タイムライン」を関係
者が連携し、今年度から順次作成

 気候変動が水資源に及ぼす影響

次の課題を踏まえ、これまでに得られた知見をもとに、検討を進めているところ

①将来気候の予測モデルの解像度

②将来気候の予測モデルのアンサンブル数

③流出計算の精度

25

国土交通省気候変動適応計画に、「渇水に対する適応策を推進するため、関係者が連携して、渇水による影響・被害
の想定や、渇水による被害を軽減するための対策等を定める渇水対応タイムライン（時系列の行動計画）の作成の促
進」を記載し、水資源分野に関する気候変動への取組を推進中。



降水量（少雨）の経年変化と渇水の発生状況

26

異常少雨の年間出現数は、長期的に増加している。
日降水量1.0ｍｍ以上の日数は減少している。
取水制限などの渇水による影響は、依然として毎年のように発生している。

異常少雨の年間出現数は
長期的に増加

異常少雨の年間出現数の経年変化(1901～2018) 日降水量1.0ｍｍ以上の年間日数の経年変化(1898～2018)

日降水量1.0ｍｍ以上の
日数は減少

依然として毎年のように
取水制限を伴う渇水が発生

棒グラフ：1観測地点あたりの異常少雨出現数
折れ線：５年移動平均
直線：変化傾向（トレンド）

出典：国土交通省水資源部調べ

※1901～2018年の国内51観測地点での月降水量における異常少雨（少ない方から1～4

位）の年間出現数。年々の値はその年の異常少雨の出現数の合計を有効地点数の合計

で割った値で、１地点あたりの出現数を意味する
出典：気象変動監視レポート2018（気象庁）

※棒グラフ（緑）は各年の年間日数の合計を有効地点数の合計で割った値
（1 地点あたりの年間日数）を示す。太線（青）は5 年移動平均値、直線（赤）
は長期変化傾向）を示す。
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出典：気象変動監視レポート2018（気象庁）

国管理河川における取水制限の推移(1984～2018)

棒グラフ：1観測地点あたりの年間日
数
折れ線：５年移動平均
直線：変化傾向（トレンド）



気候変動の影響による渇水予測（渇水の増加、融雪期の河川流量の変化）

27

将来においても無降水日の増加や積雪量の減少による渇水の増加が予測されており、地球温暖化などの気候変動によ
り、渇水の頻発化、長期化、深刻化が懸念されている。

河川の源流域において積雪量が減少すると、融雪期に生じる河川流出量が減少するとともに、気温の上昇に伴い流出
のピークが現在より早まり、春先の農業用水の需要期における河川流量が減少すると考えられる。

年超過確率1/10に対応する渇水流量の変化比率
（21世紀末）

１月 ７月４月 １０月

無効放流の発生！

現況

将来

代かき期

河川流出量の減少

代かき期が早まった場合でも
需要期の流量が不足

流出時期の早まり

現況
将来

貯水できない ダム枯渇

満水

河
川
流
出
量

貯
水
量

少雪化に伴う河川流量とダム貯水量の変化

積雪量の減少及び融雪水の早期流出により、
春先（4～5月）の河川流出量が減少する。
また、満水状態に達して貯留されずにそのまま
下流に放流される「無効放流」も発生

出典：国土交通省
「気候変動等によるリスクを踏まえた総合的な水資源管理のあり方
について」研究会 第一回 参考資料

※気象研究所全球気候モデル（MRI-AGCM20km）、SRES A1Bシナリオを利
用。

現在気候（1979-2003年）に対する21世紀末（2075-2099年）の変化比率を示す

出典：文部科学省 気象庁 環境省 気候変動の観測・予測及び影響評価統合
レポート日本の気候変動とその影響（2012年度版）2013年3月

立川康人、滝野晶平、藤岡優子、 萬 和明、 キムスンミン、椎葉充晴
気候変化が日本の河川流量に及ぼす影響の予測 , 土木学会論文集 B1 

( 水工学 ), Vol. 67, No. 1,pp. 1-15 2011

北日本と中部山地以外の地域では、
河川の渇水流量が減少

無降水日の年間日数の変化の分布

年最深積雪の変化の分布

RCP2.6
(2℃上昇想定)

RCP8.5
(4℃上昇想定)

RCP2.6
(2℃上昇想定)

RCP8.5
(4℃上昇想定)

※SST1,Y1ケースの例示

出典：環境省 日本国内における気候変動予測の
不確実性を考慮した結果について（お知らせ） 2014

増

減

増

減

増

減



渇水対応タイムライン

28

渇水関係機関の理解・協力のもとで、平常時や渇水時に渇水関係機関等で水系・地域の特性に応じた渇水による影響
や被害などのリスクの認識を共有するとともに、それに対する様々な対策があることを共有することで、被害の軽減
と最小化を図る。

渇水対応タイムラインを共同して検討することにより相互の連携が強化されるとともに、渇水関係機関等が平常時や
渇水時に活用を図り、水系・地域全体の渇水対応力の向上を目指す。

出典：渇水対応タイムライン作成のためのガイドライン(初版)（平成31年3月,国土交通省水資源部）



【参考】気候変動への取組（治水）

29出典：【概要】気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言（令和元年10月,気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会）



地震・老朽化
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水資源開発施設における取組（長寿命化・耐震対策）

水資源開発施設の更新に当たっては、長寿命化計画に基づく老朽化対策のみならず、必要に応じて大規模耐震対策や
施設の二重化などにより施設機能も向上。

武蔵水路は、管理開始以降50年が経過し老朽化が進行していたため、老朽化対策と合わせて大規模地震に対する耐震
性を確保するとともに、将来の維持管理の容易性を考慮し施設を二連化する改築工事を平成27年度に完了。

印旛沼開発施設は、老朽化し機能が低下していた施設の改築工事を行うとともに、円滑な操作、非常時リスクの分散
などの機能を確保する改築事業を平成20年度に完了。群馬用水は、耐震工事を平成21年度に、老朽化した施設の改築
工事を平成30年度に完了。現在も、利根導水路大規模地震対策事業、房総導水路施設緊急改築事業、成田用水施設緊
急改築事業で改築工事及び耐震工事を実施中。

施設更新時等を捉えた必要な施設機能の追加
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【改築前の状況】

【改築後の状況】

水路老朽化の状況

底盤の変形コンクリートの損傷

出典：独立行政法人水資源機構提供

【武蔵水路】 【印旛沼開発】

群馬用水緊急改築事業（左：地下水の侵入、右：内巻き補強施工完了）

モーター駆動とディーゼルエンジン駆動（印旛機場）

改築前

改築後

◆停電時：モーター駆動ポンプの運転不可
◆燃料供給停止時：ディーゼルエンジン駆動ポンプの運転不可

非常時のリスク分散【群馬用水】

非常時のリスク分散
の観点から、モーター
駆動（電動機）と
ディーゼルエンジン駆
動（内燃機関）で排水
量を半分ずつ担うこと
とし、新たにディーゼ
ルエンジン駆動（内燃
機関）を設置。



国土強靱化基本計画

32

 「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成25年法律第95号）第10条に基
づく計画で、国土強靱化に係る国の他の計画等の指針となるもの

 大規模自然災害等に強い国土及び地域を作るとともに、自らの生命及び生活を守ることができるよう地域住民の力を向上させ
るため、「国土強靱化基本計画（平成26年６月３日閣議決定）」を推進

 平成28年熊本地震等の災害から得られた知見、社会情勢の変化等を踏まえ課題（脆弱性）を評価するとともに、平成30年７月
豪雨、台風第21号、北海道胆振東部地震等による住民の生活や経済活動への大きな影響を踏まえ、重要インフラの機能確保
について132項目の緊急点検を実施し点検結果と対応方策を取りまとめ、国土強靱化基本計画を見直し（平成30年12月）。

出典：内閣官房 国土強靱化ウェブサイト

【対象】
国民生活・国民経済に影響を及ぼすリスクとしては、自然災害のほか
に、原子力災害などの大規模事故やテロ等も含めたあらゆる事象が
想定され得るが、南海トラフ地震、首都直下地震等が遠くない将来に
発生する可能性が高まっていることや、気候変動の影響等により水災
害、土砂災害が多発していること、一たび、大規模な自然災害が発生
すれば、国土の広範囲に甚大な被害をもたらすものとなることから、
本計画では、まずは大規模な自然災害を対象とする（国土強靱化基
本計画 第１章 国土強靱化の基本的考え方 2.国土強靱化を推進す
る上での基本的な方針）



大規模自然災害への取組（水道）

33

平成30年７月豪雨、平成30年台風第21号、平成30年北海道胆振東部地震等最近の災害に鑑み、重要インフラの機能確保に
ついて、132項目の緊急点検を実施。水道施設においても点検を行い緊急対策を実施中。

出典：内閣官房 国土強靱化ウェブサイト



大規模自然災害への取組（農業水利施設・工業用水道）
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出典：内閣官房 国土強靱化ウェブサイト

平成30年７月豪雨、平成30年台風第21号、平成30年北海道胆振東部地震等最近の災害に鑑み、重要インフラの機能確保に
ついて、132項目の緊急点検を実施。農業水利施設及び工業用水道施設においても点検を行い緊急対策を実施中。



普及・啓発
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知っている

（具体的な河川や湖の名な

どまで知っている

ある程度知っている

（河川や湖などである

ことは知っている）

あまり知らない

（漠然としか知らない）

知らない

水道の水源の認知度
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水道の水源の認知度の経年変化 水道水源の認知度（H26.7調査）

出典：内閣府「水循環に関する世論調査」（平成26年7月）をもとに水資源部作成

出典：「水循環に関する世論調査」（平成26年7月 内閣府）、「水に関する世論調査」（平
成20年６月、平成13年７月 内閣府）、「水環境に関する世論調査」（平成11年８月
内閣府）、「人と水のかかわりに関する世論調査」（平成６年９月 内閣府）

平成26 年（2014 年）に内閣府が実施した「水循環に関する世論調査」によると、水道の水源の認知度を聞いた結果、約８割の
人が「知っている」（「知っている（具体的な河川や湖の名などまで知っている）」51.9％＋「ある程度知っている（河川や湖などで
あることは知っている）」25.6％）と回答。

過去の同様の調査結果と比較すると、認知度は改善。

都市規模別に見ると、町村では約81％に達するのに対し、大都市では約76％と、都市規模が大きいほど認知度が低い。
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国民の間に広く健全な水循環の重要性についての理解と関心を深めるようにするため、毎年８月１日を「水の日」、この日を初
日とする一週間を「水の週間」として、啓発や行事を地方公共団体その他関係団体の緊密な協力を得ながら、全国的に実施。

「水の日・水の週間」行事について

水を考えるつどい （令和元年８月１日）

第41回 最優秀賞受賞者による朗読

基調講演（虫明功臣東京大学名誉教授）

パネルディスカッション （左：笹川氏、右：溝口事務局長）

パネリスト
（左から：金尾氏、尾根田氏、渡邉氏、平林氏）

（福岡県 福岡教育大学附属福岡中学校 宇野誠洋さん）

「1964東京オリンピックを前にした水危機の克服」

「渇水をきっかけに水の有効利用を考える」

◆ 全日本中学生水の作文コンクール 表彰式
・応募総数 12，760 編
・最優秀賞１名、優秀賞９名に賞状を授与

（内閣総理大臣賞、厚生労働大臣賞、農林水産大臣賞、経済産業大臣賞、
国土交通大臣賞、環境大臣賞、水の週間実行委員会会長賞、
水資源機構理事長賞、全日本中学校長会長賞、中央審査会特別賞）

・最優秀賞受賞者による作文朗読
・受賞者・授与者の記念撮影
・優秀賞以上の９名が夏休みにダム事務所等の一日事務所長の業務体験

◆ 基調講演
・虫明功臣東京大学名誉教授から「1964東京オリンピックを前にした水危機の
克服」と題してご講演。

・昭和39年東京五輪開催前の昭和36年渇水により、利根川に水源を求める動
きが活発化、昭和37年に水資源開発公団（現 水資源機構）発足、昭和38年
に利根川導水路事業 荒川利用案を閣議決定したこと、本事業が、「政官民が
英知を結集した総合行政」の好例であり、この様な取組は、近年、温暖化に
伴う気象・気候の激甚化に対する対応にも、活かされるべきとの御講演をい
ただく。

場 所： パークタワーホール（新宿区）、 来場者数： 約300名

藤田事務次官による主催者挨拶

講演者：虫明功臣東京大学名誉教授

◆ パネルディスカッション
・渇水への対応を通じて、水循環は様々な立場の方々が、連携して、一
体感を持って取り組んでいく必要があり、健全な 水循環の活動を次世

代へしっかり継承し、未来へつなげていくことが重要との議論が展開さ
れた。
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場 所： 東京国際フォーラム
（丸の内キッズジャンボリーに参加）

来場者数： 約３，５００名 （保護者等を含む）

◆ 展示会テーマ：「君の知らない水の世界 ～水の大辞典！～」
主に小学生を対象に水について学ぶ機会を創出
（１）ワークショップ

・水のめぐりや水の恵みを実感してもらうプログラム、「水」にちなんだ実験
（２）水に関する展示

・ダム博士によるダムクイズ、森の育む水の試飲会、水辺の生き物の展示、
安全でおいしい水を届ける仕組みの紹介 など

◆ 出展者
・東京都水道局、東京都下水道局、公益社団法人 農業農村工学会／全国水土里ネット、一般社団法人 日本治山治水協会、
特定非営利活動法人 日本水フォーラム、一般社団法人 ダム工学会、国土交通省 関東地方整備局、巧水（たくみ）スタイル推進チーム、
独立行政法人 水資源機構

水のワークショップ・展示会 （令和元年８月1３日～1５日）

「水の展示会」 会場の様子

全日本中学生 水の作文コンクール受賞者による
石井大臣への表敬訪問 （令和元年８月1日）

水の週間打ち水大作戦 in 国土交通省
（令和元年８月５日）

・「全日本中学生 水の作文コン
クール」受賞者が、水環境政策
担当大臣を表敬訪問。
・石井大臣は、12,760通の応募
から選ばれた10名の受賞者へ、
お祝いの言葉を述べ、受賞者と
「水への想い」について意見交換
を行った。
・受賞者は、同日午後開催の
「水を考えるつどい」にて、各賞
の表彰を受けた。

・「水の週間打ち水大作戦 in 国土交通省」を実施し、
石井大臣・工藤政務官と職員約150名が参加。
・ミス日本「水の天使」の号令の
もと、東京都下水道局が準備した
下水再生水を使用して、打ち水を
実施。
・打ち水後、石井大臣は、「再生
水を活用した打ち水活動が、広く
普及することを期待します。」と
コメント。

全国各地で開催されている関連行事は、水循環基本法が制定された平成26 年（123件）と令和元年度（252件）で比較すると倍増し、増加傾向

「水の日・水の週間」行事について



最近のトピックス
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東京2020オリンピック・パラリンピック
渇水対応行動計画
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東京2020オリンピック・パラリンピック渇水対応行動計画について

41

（令和元年8月26日策定）



東京2020オリンピック・パラリンピック渇水対応行動計画について

水の安定的な供給に万全を期すため、関東地方整備局が主体となり、国・１都６県等により構成される「東京2020オリンピック・
パラリンピック渇水対策協議会」を設置し、８月26日に「東京2020オリンピック・パラリンピック渇水対応行動計画」を策定。

本計画では、今年度末に完成予定の八ッ場ダムの運用開始や、利根川・荒川水系等におけるダムの洪水期における弾力的管
理等により、利根川水系ダム群の総利水容量に対し、気象等に左右されるが最大で約２割相当を増加させる効果を想定。

水資源の確保対策（例）

江戸川

継続的な供給の確保対策（例）

東日本大震災での
避難所に おける応急給水の状況

例２ 八ッ場ダム完成・運用開始

<大会までに実施＞＜大会までに実施・準備し、期間中に水不足が発生した場合等に実施＞

例１ 洪水期におけるダムの弾力的管理

例３ 下流利水施設の運用強化 例４ ダムの用途外容量の活用の要請

＜期間中に水不足が発生した場合等に実施＞

例１ 全国の水道事業者からの給水支援

例２ 節水広報

平成28年渇水での
SNSによる節水啓発

(矢木沢ダム）
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近年の自然災害による被害状況
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近年の自然災害による水道の被害状況（平成30年度まで）(1/2)

44出典：平成３０年度 水道技術管理者研修資料（厚生労働省、平成30年12月14日）

断水戸数（万戸）

断水戸数（万戸）

約 5.0

約 5.4

約 6.4

約 5.7

約 2.7

約 1.7

約 0.3

約 26.3

約 1.6

約 50.4

約 3.6



45

近年の自然災害による水道の被害状況（平成30年度まで）(2/2)

出典：平成３０年度 水道技術管理者研修資料（厚生労働省、平成30年12月14日）



今次災害による水インフラへの被害概要（令和元年台風第19号）

46

○令和元年10月12日19時前に大型で強い勢力で伊豆半島に上陸した後、関東地方を通過し、13日未明に東北地方の東海上に
抜けた台風第19号により、静岡県や新潟県、関東甲信地方、東北地方を中心に広い範囲で記録的な大雨となり、広域的かつ同
時多発的に、はん濫、土砂災害等が発生

○これにより、水道、工場用水道、及び農業用施設等で甚大な被害が発生※「令和元年台風第19号等に係る被害状況等について 非常災害対策本部 R1.11.25」より

• 水道では、全国１４都県１０５市町村で最大約１６．８万戸の断水
• 工業用水道では、静岡、福島及び茨城県で、浸水や停電などにより給水停止
• 農業用施設等では、全国31都府県、約2万4千カ所で被災

水道 工業用水道 農業用施設

• 農業用施設等では、全国31都府県、約2

万4千カ所で被災。
• 防災重点ため池については、宮城県、福

島県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
長野県において、127 箇所で被災（うち
12 箇所で決壊、うち115 箇所で損傷）。

出典：非常災害対策本部公表資料をもとに整理

• 静岡県で1事業、福島県で2事業、茨城県
で2事業の計5事業で給水停止。

• 全国１４都県１０５市町村で最大約１６．８
万戸の断水発生。

• 水道施設の冠水・水没、土砂崩壊に伴う
水道施設の流出やアクセス道路の通行
止め等により、一部地域では断水が長期
化

浄水場冠水※

※写真提供：福島県いわき市

※写真提供：農林水産省

浸水状況（赤井取水場・導水ポンプ室：10/13）

福島県・好間工業用水道事業（いわき市）

（河川氾濫に伴う浸水による取水設備の故障によ
る供給停止）

ため池の被災状況（決壊）※



令和元年台風15号による水道施設被害と対応状況

47出典：非常災害対策本部公表資料をもとに整理

市町村数 被害戸数（累計） 大規模被害市町村 被害概要

千葉県 17市11町 127,307戸

かずさ水道広域連合企業団（木更津市、君津
市、富津市、袖ケ浦市：18,810戸）9/9-9/25

山武郡市広域水道企業団（東金市、山武市、
大網白里市、九十九里町、横芝光町：64,889

戸） 9/9-9/11

南房総市（6,800戸）9/11-9/21 等

停電
停電による水道用水供給事業体からの送水停止（浄水
場運転停止）

東京都 1町2村 5,329戸 大島町（4,299戸）9/9-9/13 停電

静岡県 4市3町 7,108戸 伊東市（4,696戸）9/9-9/12 停電、取水施設被害（井戸の土砂埋没）

水道（厚生労働省情報：10 月10 日6:30 現在） 断水戸数：約14.0万戸、最大断水日数17日（9/9～9/25）

応急給水状況 電源車の配備



・静岡県（東駿河湾工業用水道事業） 10/12 22:00 給水停止 ⇒ 10/13 18:00 給水再開（塩水化解消）
・福島県（好間工業用水道事業） 10/13 3:55 給水停止 ⇒ 10/27 16:40 給水再開（取水ポンプ復旧）
・福島県（相馬工業用水道事業） 10/13 4:45 給水停止 ⇒ 10/17 17:50 給水再開（導水管復旧）
・茨城県（県南西広域工業用水道事業） （停電による浄水場取水施設停止）10/12 22:00 給水停止 ⇒ 10/13 11:57 給水再開（停電解消）
・常陸太田市（金砂郷工業用水道事業） 10/13 7:30給水停止 ⇒ 10/29 8:14給水再開（ポンプ設備復旧）

令和元年台風19号による水道施設被害

48

市町村数 被害戸数 主な被害市町村 被害概要

岩手県 3市1町1村 1,972 水道管破損

宮城県 3市3町 4,144 丸森町（3,448戸） 取水口流出、浄水場への濁水流入、水道管破損等

福島県 9市5町1村 約76,856
いわき市（45,400戸）、田村市（4,300戸）、相馬地方広域水道企業団（相馬市・新
地町・南相馬市）（23,262戸）

浄水場・ポンプ場水没、水道管破損、水源水没等

茨城県 4市1町 約27,598 つくばみらい市（約4,200戸）、常陸大宮市（15,000戸）、大子町（7,958戸） 市全域冠水、浄水場冠水、水道管破損、停電

栃木県 5市2町 13,183 栃木市（4,400戸）、鹿沼市（3,164戸）、那須烏山市（4,000戸） 浄水場浸水、水道管破損、取水場浸水等

群馬県 4市4町3村 4,950 水道管破損、取水施設閉塞、濁度悪化等

埼玉県 2市5町1村 1,727 水道管破損

千葉県 5市3町 2,310 停電

東京都 2町 3,426 都水道局（奥多摩町・日の出町）（3,426戸） 水道管破損

神奈川県 6市3町1村 14,111 南足柄市（6,900戸）、県企業庁（相模原市等）（4,300戸） 取水口閉塞、導水管破損、電源喪失等

長野県 5市6町3村 5,097 取水施設土砂流入、濁水、水道管破損、停電等

山梨県 4市1町 457 取水施設損傷、取水施設土砂流入、配水管破損等

静岡県 4市4町 11,665 熱海市（8,000戸） 配水管・送水管破損、水源水没、停電等

三重県 1市 490 停電

出典：非常災害対策本部公表資料をもとに整理

水道（厚生労働省情報：11月25日8:00 現在）

工業用水（経済産業省情報：11月25 日8:00現在）

断水戸数：約16.8万戸、現時点で復旧済み



令和元年台風19号による被害状況

49
出典：関東地方整備局公表資料（R1.11.6）



⇒全箇所の応急復旧完了 11/20 9:00時点

完了

令和元年台風19号による被害状況
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出典：関東地方整備局公表資料（R1.11.6）
非常災害対策本部資料（R1.11.20）



令和元年台風19号による被害状況
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出典：関東地方整備局公表資料（R1.11.6）



水循環基本計画の改定
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水循環基本計画 (平成２７年７月１０日閣議決定）
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○ 水循環と我々の関わり
○ 水循環基本計画の位置付け、対象期間と構成

１ 流域における総合的かつ一体的な管理
２ 健全な水循環の維持又は回復のための取組の積極的な推進
３ 水の適正な利用及び水の恵沢の享受の確保
４ 水の利用における健全な水循環の維持
５ 国際的協調の下での水循環に関する取組の推進

（４） 水の効率的な利用と有効利用
（５） 水環境
（６） 水循環と生態系
（７） 水辺空間
（８） 水文化
（９） 水循環と地球温暖化

４ 健全な水循環に関する教育の推進等
（１） 水循環に関する教育の推進
（２） 水循環に関する普及啓発活動の推進

５ 民間団体等の自発的な活動を促進するための措置
６ 水循環施策の策定及び実施に必要な調査の実施

（１） 流域における水循環の現状に関する調査
（２） 気候変動による水循環への影響と適応に関する調査

７ 科学技術の振興
８ 国際的な連携の確保及び国際協力の推進

（１） 国際連携
（２） 国際協力
（３） 水ビジネスの海外展開

９ 水循環に関わる人材の育成
（１） 産学官が連携した人材育成と国際人的交流

１ 水循環に関する施策の効果的な実施
２ 関係者の責務及び相互の連携・協力
３ 水循環に関して講じた施策の公表

１ 流域連携の推進等 -流域の総合的かつ一体的な管理の枠組み-

（１） 流域の範囲
（２） 流域の総合的かつ一体的な管理の考え方
（３） 流域水循環協議会の設置と流域水循環計画の策定
（４） 流域水循環計画
（５） 流域水循環計画の策定プロセスと評価
（６） 流域水循環計画策定・推進のための措置

２ 貯留・涵養機能の維持及び向上
（１） 森林 （２） 河川等 （３） 農地 （４） 都市

３ 水の適正かつ有効な利用の促進等
（１） 安定した水供給・排水の確保等
（２） 持続可能な地下水の保全と利用の推進
（３） 水インフラの戦略的な維持管理・更新等

総論

第１部 水循環に関する施策についての基本的な方針

第２部 水循環に関する施策に関し、政府が総合的

かつ計画的に講ずべき施策

第３部 水循環に関する施策を総合的かつ計画的に
推進するために必要な事項



 水循環基本計画は、おおむね５年毎に見直しを行い、必要な変更を加えるものとされている。

 現行基本計画（平成２７年７月閣議決定）の見直しに向けて、「水循環施策の推進に関する有識者
会議」（有識者会議）を平成３０年１０月から開催。次期基本計画の策定を令和２年夏頃に予定。

今後の取組

第３回 水循環政策本部幹事会（令和元年７月２９日）

第２回 水循環政策本部幹事会（平成３０年９月１１日）

現行基本計画の見直しに関する検討内容と今後の予定を確認するとともに、有識者から幅広い意見を聴取

するため、有識者会議の開催を了承

重点的に取り組む主な内容に沿って、次期基本計画の骨子及び本文を検討 令和２年夏頃 閣議決定

レビューの結果を報告するとともに、次期基本計画において重点的に取り組む主な内容を確認

水循環基本法（抄）

第１３条 第５項
政府は、水循環に関する情勢の変化を勘案し、及び水循環に関する施策の効果に関する評価を

踏まえ、おおむね五年ごとに、水循環基本計画の見直しを行い、必要な変更を加えるものとする。

• 現行基本計画における水循環に関する施策の効果に関する評価（レビュー）を実施

• 有識者会議を設置し、専門的意見を伺いながら、重点的に取り組む施策や追加すべき

新たな視点等について議論

水循環基本計画の見直しに向けた検討状況
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現行基本計画における水循環施策の効果に関する評価の概要
水循環に関して講じた主な施策（平成27年7月以降）と今後に向けた課題の概要

 地方公共団体等が中心となって全国各地において策定されている水循環に関する計画等の内容を確認し、「流域水循環計画」として
35計画を公表（令和元年6月末時点）。

 計画策定や取組の推進のため、平成30年7月、「流域マネジメントの手引き」、「流域マネジメントの事例集」を作成・公表、全都道
府県及び全市町村に配布。

【流域マネジメントのイメージ】 【手引き・事例
集】

 流域マネジメントに関する取組の全国的な展開。
 健全な水循環に関する評価指標の明確化。
 水循環に関する施策の効果の見える化。
 流域マネジメントに取り組む地方公共団体等の

ノウハウや知見の不足への対応。

今後に向けた課題

 水源涵養機能をはじめとする森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させる
ため、森林の整備及び保全の取組を推進。

 洪水や雨水を河川や下水道で安全に流下させ、降雨をできるだけ貯留又は地下に浸透
させる貯留管や雨水貯留浸透施設等の整備を実施。

 安定的な農業水利システムの維持・管理、農地の整備・保全、農村環境や生態系の保
全等の推進に加え、地域コミュニティが取り組む共同活動等への支援など、各種政策や取
組を実施。

 都市緑化法等の一部を改正する法律（平成29年５月公布）等に基づき、都市のオー
プンスペース整備・保全を推進。

【雨水貯留浸透施設の例】

 森林や農地の有する多面的機能の継続的な発揮。
 市街化の進展に伴う降雨時の河川、下水道等への流出量の増大や人口、資産等の増

加が著しい地域の浸水に対する対応。
 貴重な貯留・涵養機能を持つ緑地等の保全・創出を図る取組への支援

（安定した水供給・排水の確保等、持続可能な地下水の保全と利用の推進、水インフラの戦略的な維持管理・更新等）

 水道水の安全性を一層高めるため、上水道事業及び水道用水供給事業における「水安全計画」の策定を推進（平成27年3月：
16.0％→平成30年3月：30.7%）。

 「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生する」との考えに立ち、社会全体でハード・ソフト対策に一体的かつ計画的に取り組み洪水に
備える「水防災意識社会」の再構築を推進。平成31年１月には、平成30年７月豪雨の課題を踏まえて「『水防災意識社会』の再構
築に向けた緊急行動計画」を改定し、取組を充実。

 地下水マネジメントの地方公共団体の支援のため、平成28年4月に「『地下水保全』ガイドライン」、平成29年4月に「地下水マネジメ
ント導入のススメ」、平成30年7月に「地下水マネジメントの合意形成の進め方」を作成・公表。令和元年度には、「地下水マネジメント
の手順書」（仮称）を作成・公表する予定。

 水道法を改正（平成30年12月公布）し、水道の基盤の強化を図るための施策を拡充。

 平成30年7月豪雨、北海道胆振東部地震などを踏まえた水
インフラの更新・耐震化の加速化。

 洪水、土砂災害などの自然災害による被害の最小化。
 持続可能な地下水の保全と利用。

（水環境、水循環と生態系、水辺空間、水文化など）

 適切な役割分担の下での生活排水対策を実施。
 生態系ネットワークや「森里川海」等の保全・回復への取組、

「かわまちづくり」等による水辺空間の保全・創出・再生に向け
た取組を推進。

 語り部交流会など水文化の継承・再生・創出に関する取組を
推進。

 水環境における水量・水質の確保。
 生態系の保全・回復と水辺空間の保全・創出・再生。
 水文化の継承と地域社会の活性化。

３．水の適正かつ有効な利用の促進等

１．流域連携の推進等 －流域の総合的かつ一体的な管理の枠組み－

２．貯留・涵養機能の維持及び向上

今後に向けた課題

今後に向けた課題

今後に向けた課題

【「水防災意識社会」の再構築の考え方】

【伐採跡地への苗木の植栽】

事前防災ハード対策

避難確保ハード対策

住民主体のソフト対策

・バックウォーター現象

・土砂・洪水氾濫

水循環に関して講じた主な施策（平成27年7月以降）と今後に向けた課題の概要

 水循環に関する学校教育や現場見学・現場体験を実施。
 国、地方公共団体、民間による「水の日」「水の週間」の関連行事を開催（開催件数は年々増加。

平成26年度：123件→令和元年度：252件）。
 健全な水循環の維持又は回復に関する表彰や情報発信による普及・啓発活動を実施。

【全日本中学生水の作文コンクール】

【ダムカード】

 「水の日」の認知度向上。
 水循環に対する理解の促進。

 森林の多面的機能の発揮を図るため、地域住民等による森林の保全管理活動等の取組を支援。
 地域コミュニティが取り組む農地や水路等の地域資源を保全管理する共同活動への支援を推進。
 平成30年度末時点で265団体を河川協力団体に指定。
 水に関する官民連携の場を提供（「ウォータープロジェクト」（平成31年3月15日までに166企業団体が参加）等）。

【地域住民等が行う里山林の保全】

 地域コミュニティ等の水循環に関する活動の維持・拡大。
 民間団体等の参加への動機づけ。

 公共用水域の水量・水質や水利用量の調査を実施。
 地下水の水位観測、情報収集・周知等を実施。
 静止気象衛星「ひまわり8号」の運用開始（平成27年7月）や新しいスー

パーコンピュータの導入（平成30年6月）等による気象データの精度向上、
地球温暖化予測情報等の提供を実施。

 水循環に関する水質・地下水・地盤沈下などの解析技術や影響評価等につい
て研究・開発を実施。

 平成29年度～平成31年度に、水質汚濁に関する環境基準の要調査項目に
ついて、水環境リスクを判別する一斉分析手法を開発。

 気候変動観測衛星「しきさい」（平成29年12月打上げ）による観測データ
提供の開始。

 地下水に関する挙動の解明。
 気候変動が水循環に及ぼす影響

の予測技術の向上。

【水循環解析による地下水
流線軌跡図（大野盆地）】

【気候変動観測衛星
「しきさい」（GCOM-C）】

 「第5～10回水と災害に関する有識者・指導者会議（HELP）（平成27年4月～平成29年9月）」、「第2、3回国連水と災害に関す
る特別会合（平成27年11月、平成29年7月）」、「第8回世界水フォーラム（平成30年3月）」を通じて、水・防災分野への公共投資
の重要性を提言。

 海外インフラ展開法（平成30年8月施行）を制定し、政府、自治体、独立行政法人等、業界団体、民間企業が連携し、事業の上流
段階からの案件形成、我が国の強みのある技術・ノウハウを活かした海外展開を実施。

 水循環に関する我が国の経験・知見・技術の海外展
開。

 様々な枠組みにおける我が国のプレゼンスの向上。
 ＳＤＧｓ等の国際目標の達成に向けた貢献。

【我が国の水に関する優位技術】

 現地見学、出前講座、研修、管理活動等を通じた人材育成や普
及啓発を実施。

 JICAの専門家派遣や研修員の受け入れ等を実施。

９．水循環に関わる人材育成

 水インフラに関する技術の継承。
 科学技術の研究者や実務者の育成。
 産官学・国内外の垣根を越えた人材の循環・交流。

４．健全な水循環に関する教育の推進等

６．水循環施策の策定及び実施に必要な調査の実施

５．民間団体等の自発的な活動を促進するための措置

７．科学技術の振興

８．国際的な連携の確保及び国際協力の推進

今後に向けた課題

今後に向けた課題

今後に向けた課題

今後に向けた課題

【自然体験イベント】【森林環境教育】

【ウォータープロジェクト】

今後に向けた課題
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次期基本計画において「重点的に取り組む主な内容」の３本柱
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【状況】

• これまで、流域マネジメントの推進に注力し、「流域水循環計画」として全
国で35計画を公表。

• 今後は、計画策定団体の裾野を拡げるとともに、健全な水循環の維持ま
たは回復のため更なる流域マネジメントの質の向上が必要。

【状況】
• 地球温暖化などの気候変動により、水害や渇水などのリスクが懸念。

• 災害に強くしなやかな国土・地域・経済社会を構築するため、大規模自
然災害時においても人命・財産や重要な水インフラの被害を防止・最小
化する必要。

【状況】

• 水が清らかで美しいことは、我が国の水循環の特筆すべき事項。水循
環の取組は地域を活性化し、魅力的なまちづくりにも寄与。

• 健全な水循環を次世代に引き継ぐためには、身近に水に触れ、水につ
いて学べる機会を創出し、水に関する意識を醸成することが必要。

• また、我が国の水循環に関する優れた経験・知見・技術を海外展開す
るため、各国政府や国際機関等との連携を促進するとともに、国際協
力を通じて世界に貢献することが必要。

【次期基本計画における取組例】

• 更なる展開 水循環アドバイザー制度の創設や成功の鍵となるノウハウ事例集
（多様な主体による連携体制編、活動資金の確保編等）の作成などにより、全国各
地の流域における計画の策定・推進を支援。

• 質の向上 水循環の健全性を容易に評価する手法の開発、地下水を含む水循環
の解析技術の開発などにより、水循環の実態と流域マネジメントによる施策の効果
を「見える化」。

【次期基本計画における取組例】

• 普及啓発、広報、教育 官民連携による「水の日」の認知度向上や水循環に関する
地域の取組、ノウハウ事例集（人づくり編、広報編等）などにより、健全な水循環に
関する普及啓発、広報、教育を支援し、次世代を含めた国民の水に関する意識を
醸成。

• 国際貢献 第４回アジア・太平洋サミットなどの国際会議や海外インフラ展開を通
じ、我が国の経験・知見・技術を海外に発信・適用することにより、国際的な水問題
の解決に貢献。

【現行基本計画の分野】
１．流域連携の推進
５．民間団体等の自発的な活動を促進するための措置

６．水循環施策の策定及び実施に必要な調査の実施
７．科学技術の振興

【現行基本計画の分野】
２．貯留・涵養機能の維持及び向上
３．(１)イ 災害への対応
３．(１)ウ 危機的な渇水への対応
３．(２)持続可能な地下水の保全と利用の推進

３．(３)水インフラの戦略的な維持管理・更新
３．(４)水の効率的な利用と有効利用
３．(９)水循環と地球温暖化

【現行基本計画の分野】
３．(５)水環境
３．(６)水循環と生態系
３．(７)水辺空間
３．(８)水文化

４．水循環に関する教育の推進等
８．国際的な連携の確保及び国際協力の推進
９．人材育成

【次期基本計画における取組例】

• 大規模自然災害への対応 大規模な浸水、土砂災害、地震・津波等による被害を
防止・最小化するため、重要な水インフラ（河川、上下水道、ため池等）において防
災・減災、国土強靱化のための対策を実施。

• 危機的な渇水への対応 気候変動による渇水リスクの評価手法の調査・研究を行
うとともに、リスク管理型水資源開発基本計画、水資源が逼迫する水系における渇
水対応タイムラインの作成を推進。

• 水インフラの戦略的な維持管理・更新と耐震化 水インフラについて、広域連携や
官民連携により事業基盤を強化するとともに、更新・耐震化を推進。

• 貯留・涵養機能の維持・向上等 市街化や人口、資産の増加に対応するため、森
林・河川・農地・都市等での総合的な取組を推進するとともに、地下水マネジメント
を促進。

２．健全な水循環への取組を通じた安全・安心な社会の実現 ～気候変動や大規模自然災害等によるリスクへの対応～

３．次世代への健全な水循環による豊かな社会の継承 ～健全な水循環に関する普及啓発、広報、教育と国際貢献～

１．流域マネジメントによる水循環イノベーション ～流域マネジメントの更なる展開と質の向上～


